
地域を守るために
－ 災害への備えを共に考える

上田市防災シンポジウム2024
上田市自治会連合会長 中村 彰
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2019年10月12日 東日本台風に伴う千曲川越水災害
指定緊急避難所『上田市立第二中学校』(上田城跡公園前)

2右側建物の2階がアリーナ(体育館)、1階が柔・剣道場
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◇続々と避難者がやって来た。自治会ご
との受付で、氏名・住所・連絡先を記入
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学校長のご厚意で非指定の柔道場と剣道場を開放！
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指定緊急避難所・第二中学校 当日の状況から

◇ 避難者数：４４０名程（173世帯・団体等）
内訳 … 南部地区（天神地籍） ３５０名

右岸（主として塩尻） ５１名
左岸 １７名
市外＆県外 ２名
ＪＲ＆しなの鉄道職員 １０名程
避難車両の中で １０名程

◇ 避難車両： 約１６０台
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避難所には いろんな人が避難して来た

🔶お年寄りを気遣いながらのご家族
🔶赤ちゃんと子どもを連れたお母さん
🔶障がいをお持ちの方
🔶車椅子を必要とする方が ご家族に支えられて
🔶猫や犬をケージに入れて避難してきたご家族
🔶小型犬、大型犬と一緒に避難してきたご家族
🔶外国籍の方、観光客、対岸の自宅へ帰れない人
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避難所では、いろいろな配慮が必要

🔶 一時的とはいえ、全員体育館で良いのか？
🔶 犬や猫の苦手な人もいる！
🔶 早く横になりたい人もいるのでは？
🔶 子どもたちは友だち同士で遊びたい！
🔶 毛布が欲しい、でも全員分の備蓄はない…
🔶 眠りたいけど、明る過ぎて眠れない…
🔶 スペース確保の譲り合い!?
🔶 具合が悪い、動悸がする、等々
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南部地区９自治会による災害図上訓練 ①

図上訓練（避難所運営をイメージする） ＨＵＧ
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南部地区９自治会による災害図上訓練 ②

図上訓練（地域を取り巻く環境を知る） ＤＩＧ
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避難所図上訓練を

実際の避難所で体験訓練してみた
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🔶コロナ禍での収容
人数は、およそ８０
名が限度だと分かり、
訓練参加者皆が「も
しもの場合どうする
か？！」 答えが出
ない状況。



地域における自主防災活動

南部地区９自治会の合同訓練取り組みについて ①

起震車体験 非常時トイレ

本物の消火器を使っての消火体験
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地域における自主防災活動

南部地区９自治会の合同訓練取り組みについて ②

ＡＥＤ操作訓練

簡易浄化した
プールの水を
飲んでみよう

煙体験
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地域における自主防災活動

大手町自治会の取り組みについて ①

ダンボールのトイレ（防災
グッズ）を使ってみよう

ダンボールのトイレ(防災グッズ)
を組み立ててみよう
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地域における自主防災活動

大手町自治会の取り組みについて ②

応急救護の訓練

非常食（市備蓄庫）を
食べてみよう
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防災訓練実施に際して心掛けたこと
（実施への思い）

「地域は住民が自らの手で守る」ことの意識づけ
… 大規模災害時、市や消防・消防団はすぐに助けには来てくれない、来られない。

「では、どうする？」「何ができる？」

保護者や子どもを巻き込む

… ＰＴＡ作業など若い世代が参加している行事に合わせて実施したらどうか！

アウトリーチでやってみよう！

… 地震体験車等を配置することで興味、関心を引くように。

地区を守る消防団の活動への理解

… 地域を守る消防団員の勇姿を住民に見てもらいたい。

… 次世代を担う子どもたちへ引き継がれていくように。
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『災害時の救助・救援・避難誘導に資する』

“相互理解体験”訓練

その人の身になってやってみなけりゃ、わからない

⇒ 実際にやってみた！

🔶 高齢者の疑似体験と誘導訓練
🔶 視覚障がい者、聴覚障がい者の誘導訓練
🔶 発達障がい系の人との関わりと誘導訓練

協力機関＆団体 … 市社会福祉協議会ボランティアセンター
上小圏域障害者総合支援センター
当事者団体＆当事者

19



『災害時の救助・救援・避難誘導に資する』
“相互理解体験”訓練
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目の御不自由な方
（盲導犬）

耳の御不自由な方
（手話言語）

実際に模擬体験してみる



地域には、様々な障がいをお持ちの方が
普通に居ることを再認識しましょう！
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🔶身体障がい、視覚障がい、聴覚障がい、肢体不自由、
知的障がい、精神障がい、発達障がい

… 皆さんの周りにも、きっと誰か居るはず！…

🔶障がいをお持ちの方には“福祉避難所”が設けられていますが、
その数は少なく、そこまで行くことが大変だったり、躊躇して行
かなかったり…、迷惑を掛けたくないという思いから、自宅に留
まって居る傾向にあります。

🔶行動障がいの方、落ち着かない方、大声を出す方等は、特に広い
空間の中で過ごすことは苦手です。

🔶少しの教室でも使えたらいいのになぁ…と思う方もいるのでは？



地域における自主防災活動

① 人が住めば地域、誰もが地域に住んでいる！
◇ 自分が住むのは地域。

◇ 地域を守るのは、そこに住む自分！

② お隣ご近所とのつながりを大切に！
◇ 先ずは あいさつ 自分から！

③ 地域の活動には参加を！
◇ 先ずは 興味関心のあるものから！
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ご清聴ありがとうございました。

一夜明けたグランド ほとんどの車が家路に！





上田市消防団

消防団の組織と活動

団長 福澤 賢治

令和６年１２月１４日



令和６年11月４日現在の団員人数
１,581名 （85.45％）

平均年齢：38.4歳

現在上田市消防団では８2名の女性団員

が活躍しています

上田市消防団の団員

被雇用者：8割
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消防団本部組織

団 長
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隊長
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バイク
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バイク隊救護隊 女性団員ラッパ隊 音楽隊員

副本部長



上田市の過去
の災害について







1）有事の活動
火災発生時の消火活動
災害発生時の警戒・防災活動
災害現場での救助・救護活動
行方不明者の捜索

2）平時の活動
各種訓練（消火・水防・救護）
火災予防広報活動
防災啓発活動
花火大会の警備・警戒



放水訓練



救護訓練



予防広報・啓発活動



今後の課題

地域総参加

•一人一人が責任を果たす

若い力（防災教育）

•未来を担う人材育成







ご静聴ありがとうございました





地域を守る 災害への備え
自助・共助・公助

話 決物
備 蓄
非常持出

地域での
話し合い

災害時
のきまり

上田市防災士等連絡協議会
会長 西藤 直義



UDPC上田市防災士等連絡協議会

メンバー

防災士及び各分野で専門知識を有する者、医療関係者、メディアなど

それぞれの分野で防災活動に関心を持つ者で構成、上田市各地域で防災

講演会や上田市住民自治組織の防災活動の指導協力、また自主防災組織

の活性化に関する指導アドバイスを行っている。

防災士

防災に対する知識や技能を持つ者 民間資格

特定非営利法人日本防災士機構の認証資格



長野県・信州大学共同研究

防災人材育成モデル地区形成事業

地域住民・学校・行政・大学が連携して、防災コア人材を中心に

平時から地域防災活動に取り組める仕組みを創出

・地域防災を担う防災コア人材の育成

・防災活動先進モデル地区の形成

R５年度より、長野市松代地区 上田市真田町長地区でスタート



発災から避難所開設、初期運営については

地域住民主体の対応が必要

そのためには

防災コア人材の育成が鍵
避難行動》避難誘導》避難所開設》避難所運営



防災コア人材のめざす姿

１ 避難誘導が出来る

２ 地域の防災訓練での指導が出来る

３ 個別避難計画（要配慮者マップ）作成の指導が出来る

ハザードマップを理解し指導 DID・HUG・防災訓練等のファシリテート

防災リーダーとしての知識と実務経験



活 動



活動から生まれた実行性のある提案

◇ 避難 レベル２で役員は公民館へ集合 避難所を開ける
レベル３になる前の対応が必要（レベル３高齢者等
避難に備える）

◇ 目に見える避難基準を作る 橋脚に水位標識（ライン）を
付ける （現在実施に向け検討中）

◇ レベル２で要援護者に避難準備を促す いつでも避難が出
来るように

◇ 避難のタイミングについては『キクもん』（上田市真田地
域コミュニケーションアプリ）を活用、いち早い避難を促す



住民参加の防災活動
防災は市民人ひとりが担当者

現在 そして明日に向け

住民 自治会 自主防災組織 消防団

学校 メディアなど幅ひろく連携を持ち

行政とタイアップした地域防災の確立に

向け活動が続けられています。

上田市住民自治組織

真田の郷まちづくり推進会議





上田市防災シンポジウム2024
地域を守るため

― 災害への備えを共に考える ― 

上田文化会館ホール 令和6年12月14日[土] 9:30-12:00

上小圏域障害者総合支援センター

（日本相談支援専門員協会 顧問）

所長 橋詰 正



（平成２３年３月１１日 午後２時４６分）



壊滅的被災地を現地相談員と同行
（被災した相談支援専門員が、被災地の障がい者
の相談を展開している光景に、胸が熱くなる・・・・）

熊本県庁

庁舎内

１Fフロアーは、

避難所となる



震災直後～日本相談支援専門員協会の支援活動

緊急ニーズ

被災された地域の相談支援事業所（相談支援専門員）

派遣される相談支援専門員（ＮＳＫ）

被災された市町村（県・市町村障害福祉担当者）



被災高齢者等把握事業
大規模災害時の障がい者戸別訪問の流れと留意事項
（全国の相談支援専門員による災害地域派遣）

市町村障害福祉課

統一データ作成

一次訪問

二次訪問

継続

支援

・今回の訪問目的を当事者にしっかり伝
えます。

・生命の危機などの２次被害を防止す
ることが目的です。
・スピーディーな訪問を心がけます。
・二次訪問の必要性があれば、連絡先を
確認し、再度の訪問を約束します。
・原則ペアで訪問し、相談支援専門員の
ストレスを軽減します。

・一次調査で確認されたニーズを中心に訪問
します。
・計画相談も視野に入れて、連携機関との体
制を整えながら訪問します。
・連携機関との情報共有をすることを伝えて、
了承をとります。

・地元相談支援機関と協力し、必要に応じて、
災害用サービス等利用計画を各市町へ提出し
ます。
・ケース会議などの調整により、連携機関の
責任を明確にします。
・被災した現状を踏まえ、サービス提供のモニ
タリングを行っていきます。

引用 日本相談支援専門員協会 被災地支援報告資料抜粋

訪問先
名簿リストの整
理とにじ訪問計

画の作成

東日本大震災・熊本地震・能登半島地震への派遣



石川県保健福祉部からの依頼
【被災高齢者等把握事業】

引用 日本相談支援専門員協会 被災地支援報告資料抜粋

現地ニーズに応じた支援が不可欠



平時にできないことは非常時に絶対にできない
平時から支援を受け入れるイメージと理解がないと支援

体制は組めない

引用 日本相談支援専門員協会 被災地支援報告資料抜粋

東日本大震災・熊本地震・能登半島地震への
被災地支援の教訓

参考



長野県・上田市における
台風19号豪雨災害の記憶

【上田市障がい者安否確認事業】

障がい者データーの統一化とマッピング準備

【災害時支援対応経過】

① 広域支援調整でのジレンマ

② 上田市での災害時安否確認事業実践

③ 平時から進める災害時支援連携体制

・令和7年度 ＢＣＰの義務化と避難誘導訓練の検討
（サービス提供事業所が、災害時も業務を継続するための計画）



大規模災害への派遣事業からの考察

１．被災地では、被災者支援の大混乱の中で、

様々な調整機能を果たさなければならない。

２．一次避難所・福祉避難所の受け入れに対応

できない障がい者・家族のフォローも同時に

考えなければならない。（自主避難場所・車

中生活者・倒壊家屋に住み続ける人たち）

３．全てにおいて、マンパワー不足への外部応

援へのオーダーが出せる平時の準備必要。



階建て

階建ての

・避難先２へかかる時間　(①＋③) 計 分

・自宅の安全な場所(2階などの浸水しない場所) 手助けが必要 手助けが不要

・避難先１へかかる時間　(①＋②) 計 分

徒歩の場合
の移動時間

②

・避難先２

分

Km 分 ③ 分

・家の戸締り 分

計 分 ①

分

・持ち出し品の準備 分

一緒に避難する

知人等に預ける　　　(　　　日前に)

■避難準備にかかる時間は？

・家族等への連絡

土砂災害

■ペットを飼っていますか？ はい いいえ

停電

ふりがな

氏名

①

②

続柄 携帯電話番号

構造:木造・鉄骨・鉄筋　　　階建て住まい　　建築時期 年 月

その他

同居の家族

■緊急連絡先

集合住宅 階 エレベーター
住まい環境

一戸建て

あり なし

住所
〒

自治会

性別 男　・　女 生年月日 年齢

　　　　　　　　災害時個別避難計画　(重症心身障がい・医療的ケア版)

記入者氏名 所属 記入日

ふりがな

氏名

歳

■住まいに起こりうる災害　(ハザードマップで確認)

地震 震度 耐震等級：　　　級

洪水　　　　浸水深 メートル

移動時間移動手段距離■どこに避難しますか？

Km 分・避難先１

災害時要援護者名簿に登録することを承諾します。

本人もしくは保護者　署名

■必要なそなえ

令和 年 月 日

この情報を災害時の救命と支援のために、消防、自治会長、民生委員等の関係者のほか、

支援関係者、その他(　　　　　　　　　　　　　)と共有することを承諾します。

②

■避難支援者

ふりがな

氏名

①

続柄 住所
到着までに
かかる時間 携帯電話番号

分

分

備考

■必要な支援

・避難移動の時

・避難生活の時

なし

体の状態

医療機関名 電話番号

医療的ケア
の内容

医療的ケアに電源が必要
（備蓄電源の有無）

必要 不要

備蓄電源 あり

■医療的ケアはありますか？ あり なし



個別避難計画
補足（詳細）資料

家族と支援者が作成するもの



実践上小圏域の障がい者の災害時相談支援体制整備
【業務継続計画（BCP)】作成から準備へ

上田市

在宅障がい者の安否確認業
務への協力依頼の発信

上田市障がい者支援課から、
圏域内相談支援事業所への
協力依頼を基幹相談支援セ
ンター２４時間電話へ緊急
発信

基幹相談支援センター

【BCP】

基幹相談支援センタース
タッフへの安否確認業務連
絡のLINE配信

担当する相談支援事業所登
録緊急連絡先への依頼

対象障がい者への安否確認
と、安否確認連絡本部設置

指定特定相談支援事業所

【BCP】

基幹相談支援センターから
の緊急連絡を受けて、契約
障がい者等への安否確認実
施（基本は電話などへの確
認とニーズ把握） SOSは、
本部（基幹）へ連絡し、対応
策を検討を依頼。





上田市 危機管理防災課

～地域を守るため、災害への備えを共に考える～

課長 山田 和広

第２部 パネルディスカッション
災害の教訓を活かした防災体制強化への取組み



上田市における防災対策の基礎

○上田市地域防災計画

➢災害対策基本法に基づき、上田市防災会議が策定する計画

➢大規模災害に備えた「予防・応急・復旧計画」として場面に
応じた様々な対策を規定

➢全５編（風水害編、地震対策編、火山災害対策編、原子力災
害対策編、その他の災害対策編）により構成し、自助、共助、
公助における施策の推進と役割等を規定



上田市における防災対策の基礎

○上田市地域防災計画に基づく主な体制

⇒ 地域が一体となった災害対応力強化に向けた施策を推進

➢公助の体制

・上田市災害対策本部の設置（市役所全庁体制による防災体制）

・災害時応援協定による関係機関連携体制の構築（公的及び民間機関との連携）

➢共助の体制

・自主防災組織による地域防災体制の構築（全自治会に防災組織を設置）

➢自助の体制

・自主防災組織への参画（連絡体制整備、災害時の役割分担、訓練参加など）



災害の教訓を活かした防災体制強化への取組み

➢ 令和元年東日本台風災害による教訓を活かした対策

「令和元年（2019年）東日本台風（台風第19号）災害における対応等の

検証」を行い、『情報配信』『避難所運営』『災害対策本部運営』の3点に

焦点をあて、災害の教訓を活かした災害対応力の強化に向けた取組みを実施

➢ 令和６年能登半島地震被災地支援による教訓を活かした対策

被災地支援を通じて可視化された課題を整理し、上田市が被災地となった

場合の『受援体制の整備』に向けた取組みを実施

（１）被災（被害を受ける）を視点とした対策

（２）受援（支援を受ける）を視点とした対策



（１）被災（被害を受ける）を視点とした対策

【情報配信に関する対策】

対
策

災害検証による課題

①市民への情報配信に関すること

・避難指示や警戒レベルの周知不足

・避難所の開設及び収容情報

・避難行動への備えの周知

②自治会への情報伝達に関すること

・自治会役員等への避難情報や体制

に関する情報の不足

③情報配信媒体に関すること

・情報配信媒体の脆弱性の解消

課題解決への取組み

①市民への情報配信に関すること

・防災DXの推進

・「総合防災情報システム」の導入

・専用アプリによる同報系システムの導入

②自治会への情報伝達に関すること

・市メール配信サービスを活用し

全自治会役員のグループ化

③情報配信媒体に関すること

・「防災ポータルサイト」の新設

・災害ハザードマップのリニューアル



（１）被災（被害を受ける）を視点とした対策

【避難所運営に関する対策】

対
策

災害検証による課題

①避難所の見直しに関すること

・19号台風災害及び浸水想定区域の

見直しに伴う新たな避難所設置

②避難所の運営に関すること

・避難所運営体制における相互連携

と担い手の不足、備蓄の充足

③避難スペース確保に関すること

・避難者ニーズに応じた避難所収容

スペースの不足

課題解決への取組み

①避難所の見直しに関すること

・新たに４施設を指定

②避難所の運営に関すること

・人材育成事業の実施（国のモデル事業、

県の育成事業）

・備蓄倉庫の増設（７基）

③避難スペース確保に関すること

・上田市指定避難所（学校施設教室活用）

運営方針の策定

・ペット同行避難対策への着手



（１）被災（被害を受ける）を視点とした対策

【市災害対策本部運営に関する対策】

対
策

災害検証による課題

①災害対策本部の役割の明確化

・実働性の高い体制の構築と各職員

が担う役割への認識の深化

②関係機関との連絡体制の確保

・道路インフラ情報の迅速な共有と

市民への情報配信体制の整備

課題解決への取組み

①災害対策本部の役割の明確化

・災害対策本部体制の再編（統括部門、

伝達調整部門、受付部門の新設）

・職員マニュアルの更新と新設部門の職員

研修会の実施

②関係機関との連絡体制の確保

・市民への迅速な情報提供体制の確立

・県道路管理者との情報配信体制の構築

・通行規制情報配信体制方針の策定（総合

防災情報システムによる情報配信整備）



（２）受援（支援を受ける）を視点とした対策

【能登半島地震派遣職員に対するアンケート調査を実施】

対
策

課題解決への取組み

①支援に係る装備品の確保対策

・支援者用の装備品の確保や、新たな災害

協定による民間車両確保の検討

②支援者受入に伴う滞在施設の確保

・受入れ施設の確保を踏まえた受援計画の

改正検討（公共施設の位置づけ、民間

協定の調整）

③支援作業環境の効率化

・作業のデジタル化への調整（住家被害

認定調査システム導入検討など）

支援者アンケートに基づく課題

①支援に係る装備品の確保対策

・支援に伴う資器材、車両等の不足

②支援者受入に伴う滞在施設の確保

・宿泊施設や休憩施設の不足による

支援者の心身的負担の増加

③支援作業環境の効率化

・土地勘のない地域での作業の

不効率化の解消



これまでの上田市の主な取り組み

～ 公助（市）における防災体制強化への取組み ～

①災害対策本部の機能強化
（本部体制の充実）

②情報収集・伝達手段の強化
（防災DXの推進）

③関係機関との連携強化
（災害協定の充実）

地域の災害発生リスクを踏まえた災害対応能力の強化

～ 共助（自治会）における防災体制強化への取組み ～

①自主防災組織の育成
（定期的な研修会の実施）

②防災人材の育成
（人材育成事業による取組み）

③災害対応力の強化
（資器材購入補助、訓練実施）

地域コミュニティの構築による防災・減災に向けた取組み

～ 自助（市民）における防災体制強化への取組み ～

①出前講座による防災知識と意識の向上
（ニーズに応じた講座の実施）

②市民を主体とした防災訓練の実施
（避難訓練、避難所運営訓練によるスキル向上）

災害を自分事として捉え「自ら備え・行動し・学ぶ」機会を創出する取組み



地域一体となった防災力強化に向けた目指す姿

市民の生命と生活を守るため災害対応力の強化に向けて…

・市の災害対応能力の強化を図り
・地域防災力の向上に向けた施策を推進し
・市民の防災意識の普及啓発を継続的に進めることで、

自助・共助・公助の役割が地域に浸透し、災害時には
それぞれが持つ機能が自動的に発動し融合する

⇒ 地域一体型の防災体制

～ 上田市の目指す姿 ～


